
基本理念：持続可能な国民健康保険の運営

あるべき姿 県民が健康な暮らしを送れる、いざという時に安心して医療を受けられる国保制度

実現するための方向性

①保険料負担と給付の公平化

保険料水準と給付サービスの統一の実現

②保健事業の推進と医療費の適正化

被保険者の健康づくり

③国保財政の健全化

市町のインセンティブの確保

関係者の役割

①県の役割

安定的な財政運営や効率的な事業の確保

②市町の役割

資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課徴収、保健事業の実施

③国保連合会の役割

市町事務の共同事業の実施による効率化

④保険医療機関等の役割

・適正な保健医療サービスなどの提供

・地域包括ケアシステムの構築・推進にかかる参画、連携

⑤被保険者の役割 (期待すること)   

保険料の納付、自主的な健康管理

滋賀県国民健康保険運営方針の概要

２ 基本的事項

①策定の目的

県が、市町とともに行う国民健康保険の安定的な財政運営や効率的な事業運営の確保のため、県内の統一的な運営方針を定
め、市町が担う事務の効率化、標準化、広域化を推進。

②策定の根拠規定

国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第82条の２

③対象期間

平成30年(2018年)４月１日から平成33年(2021年)３月31日まで

④PDCAサイクルの実施

１ はじめに

滋賀県が目指す国保
公的医療

保険制度の
一元化

３ 県内国保の医療に要する費用および財政の見通し

①医療費の動向と将来の見通し
②財政収支の改善に係る基本的な考え方

決算補填等目的の法定外一般会計繰入のうち、保険料の負
担緩和を図るための繰入は、被保険者の保険料負担の急変を
考慮し、平成35年度末までに段階的に解消。

③滋賀県国民健康保険財政安定化基金の運用

給付増や保険料収納不足により財源不足となった場合に:県・
市町へ貸付・交付。

交付分を基金へ補填するときの市町負担分は、交付を受けて
いない市町を含めて全市町で負担。

制度改革に伴い保険料収納必要総額が急激に上昇する場合
は、特例基金積立分を県国保特別会計へ繰り入れて激変緩和
を実施。

④保険者努力支援制度への対応

医療費適正化への努力などに応じて交付される保険者努力
支援制度に係る取組を進め、財政基盤を強化。

平成27年度の国保医療費は約1,125億円で、前年度比
約31億円、2.8％の増。

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600億
円

滋賀県の国保医療費の推移と見込み

後期高齢者医療制度の施行



①収納率目標の設定
収納率の向上を図るため、保険者(市町）規模別に目標値

を設定。

○別途市町は毎年度、地域の実情に応じて保険者(市町）別
の目標収納率を定める。

②収納対策の強化に係る取組
市町が取り組む収納対策のほか、県、市町および国保連

合会は共同で収納対策の強化に係る取組を実施。

①県による保険給付の点検、事後調整

市町が行った保険給付の事後点検として、県保有情報の活
用を検討。

②第三者求償の積極的推進

国保連合会による共同事業の実施の他、加害者に対する
求償事務の取組を推進。

①後発医薬品の使用促進

後発医薬品の使用促進についての理解が得られるよう、
後発医薬品差額通知等を実施。

②重複受診・頻回受診、重複服薬等の受診の適正化の取組

被保険者の健康被害の予防および受診の適正化のため、
訪問等による指導の共同事業を推進。

①データヘルス計画

保健・医療・介護等のデータ分析に基づき、県全体の国保
保健事業の実施計画（データヘルス計画）を策定。

②保健事業にかかる目標の設定

特定健診受診率等の重点取組事項について目標値を設
定。

４ 保険料の標準的な算定方法に関する事項

８ 医療費の適正化の取組に関する事項

７ 保健事業の取組に関する事項

①標準的な保険料賦課方式

医療分、後期高齢者支援金分、介護納付金分ともに、所得
割、均等割、平等割の３方式とする。現在、４方式の５町は
計画的に資産割を廃止。

②納付金算定に当たっての医療費水準の反映

医療費は県全体で支え合うこととし、市町毎の医療費水準
は、納付金算定に反映させない。

③納付金算定に当たっての所得水準の反映

応能割と応益割の配分は、全国と比較した本県の所得水
準に応じて設定する。「応能割」：「応益割」＝「所得係数」 ：
「１」とする。

④標準保険料率算定における標準的な収納率

保険者(市町）の規模別に設定した目標収納率とする。 た
だし、直近３ヶ年の平均収納率がこの目標収納率に達してい
ない市町は、直近３ヶ年の平均収納率とする。

⑤激変緩和措置

制度改正による被保険者の負担の激変を避けるため、激
変緩和措置を実施。

５ 保険料の徴収の適正な実施に関する事項

９ 事務の広域的および効率的な運営の推進に関する事項

①被保険者証と高齢受給者証の一体化

被保険者の利便性を図るため、被保険者証の発行時期を
見直し、高齢受給者証との一体化を検討。

②過誤返戻事務

被保険者の資格情報の連携が確実に行われることを前提
に、国保連合会への事務委託を検討。

③県による、審査支払機関（国保連合会）への直接支払

10 保健医療サービスおよび福祉サービス等に関する施策との連携に関す
る事項

11 関係団体との連携強化

12 国民健康保険運営方針の見直し

保険者規模
目標収納率

(30～32年度)

1万人未満 95%
1万人以上～2万人未満 94.5%
2万人以上～5万人未満 94.5%

5万人以上 94%

保険者(市町）規模別目標収納率

６ 保険給付の適正な実施に関する事項

①地域包括ケアシステムの構築・推進にかかる国保として の
参画

②他計画との整合性

①滋賀県国民健康保険市町連携会議の設置

対象期間中であっても、必要と認められるときは、見直しを
行う。見直す場合は、連携会議で検討し、滋賀県国民健康保
険運営協議会の審議を経る。


